
用地調査等共通仕様書 新旧対照表（別記４～別記１６） 

      

新 旧 

別記４ 土地評価業務要領 

 

第１条 （略） 

 

（標準地評価調書（案）作成） 

第２条 標準地評価調書（案）作成の業務は、仕様書第６８条に掲げる基準（以下「土地

評価関係規程」という。）に基づき、次の各号に掲げる業務について行うものとする。 

一 用途地域及び同一状況地域の区分 

二 同一状況地域に係る標準地の選定 

三 取引事例等土地評価資料の選定 

四 標準地の評価 

五 その他調査職員の指示するもの 

２ 受注者は、前項の業務（ただし、土地の鑑定評価については、発注者が徴するものと

する。）を行うに当たっては、調査職員と協議し、調査職員の指示を受けて実施する

ものとする。 

 

第３条～第１９条 （略） 

 

 

 

別記１２    居住者調査積算要領 

 

第１条 （略）  

 

 

第２章 積    算 

 

（仮住居等補償金の積算） 

第２条 受注者は、次の各号に定めるところにより、各人毎に標準書等に基づいて仮住居

等補償金算定表（様式第１１７号）を作成するものとする。 

 一 仮住居等補償金の算出は、調査区域内の建物に居住する者がいる場合、又は当該建

物に一般屋内動産がある場合で、調査職員の指示によりその関係人ごとに算出する

別記４ 土地評価業務要領 

 

第１条 （略） 

 

（標準地評価調書（案）作成） 

第２条 標準地評価調書（案）作成の業務は、仕様書第６７条に掲げる基準（以下「土地

評価関係規程」という。）に基づき、次の各号に掲げる業務について行うものとする。 

一 用途地域及び同一状況地域の区分 

二 同一状況地域に係る標準地の選定 

三 取引事例等土地評価資料の選定 

四 標準地の評価 

五 その他調査職員の指示するもの 

２ 受注者は、前項の業務（ただし、土地の鑑定評価については、発注者が徴するものと

する。）を行うに当たっては、調査職員と協議し、調査職員の指示を受けて実施する

ものとする。 

 

第３条～第１９条 （略） 

 

 

 

別記１２    居住者調査積算要領 

 

第１条 （略）  

 

 

第２章 積    算 

 

（仮住居等補償金の積算） 

第２条 受注者は、次の各号に定めるところにより、各人毎に標準書等に基づいて仮住居

等補償金算定表（様式第１１７号）を作成するものとする。 

 一 仮住居等補償金の算出は、調査区域内の建物に居住する者がいる場合、又は当該建

物に一般屋内動産がある場合で、調査職員の指示によりその関係人ごとに算出する



新 旧 

こと。 

 二 仕様書第９６条により決定された移転工法が２案以上考えられる場合は、監督職員

の指示による工法とすること。 

 三 建物延面積は、建物調査の成果に基づくこと。 

 四 仮住居面積は、従前の建物の延面積とする。ただし、仮住居先において確保する必

要のない部分があるときは、当該面積を除くものとする。 

 五 １平方メートル当たり月額標準家賃は、調査職員の指示によること。 

 六 月額現在家賃は、居住者調査に基づき借家人が支払っている額を計上すること。 

 七 仮住居補償期間は、当該建物の移転工法に基づき、標準書により求めること。 

 八 仮住居建物の権利金等の一時金相当額の算出は、調査職員の指示により行うこと。 

 九 端数処理は、第４号に定めるところにより算出した面積について小数点第１位を四

捨五入すること。 

 十 借家人又は借間人であって、当該人に関し第５条による借家人補償を行う場合に

は、本条は適用しないこと。 
 

第３条～第６条（略）  
 

 

 

別記１６   土地調書及び物件調書作成要領 

 

（土地調書の作成） 

第１条 受注者は、仕様書第４２条から第６６条までの規定により実施した用地調査等業

務の結果に基づき、次の各号に定めるところにより土地調書（様式第１３２号）を作

成するものとする。 

 一 工事名、事務所長名、調査責任者氏名、土地所有者の住所又は所在地及び関係人（土

地に関して所有権以外の権利を有する者のうち、担保権者を除く｡)の住所又は所在

地を記載し、表の右上欄外に土地所有者の氏名又は名称を記入すること。この場合

において、調査責任者は、実地調査に際して監督に当たった調査職員とする。 

 二 土地の所在地、公簿上の地目及び地積については、土地調査表の不動産登記簿欄に

基づき記入すること。 

 三 取得又は使用しようとする土地については、土地調査表の現況調査の部欄に基づき

記入すること。 

 四 土地調書には、取得用地等に係る用地平面図を添付すること。 

こと。 

 二 仕様書第９５条により決定された移転工法が２案以上考えられる場合は、監督職員

の指示による工法とすること。 

 三 建物延面積は、建物調査の成果に基づくこと。 

 四 仮住居面積は、従前の建物の延面積とする。ただし、仮住居先において確保する必

要のない部分があるときは、当該面積を除くものとする。 

 五 １平方メートル当たり月額標準家賃は、標準書によること。 

 六 月額現在家賃は、居住者調査に基づき借家人が支払っている額を計上すること。 

 七 仮住居補償期間は、当該建物の移転工法に基づき、標準書により求めること。 

 八 仮住居建物の権利金等の一時金相当額の算出は、調査職員の指示により行うこと。 

 九 端数処理は、第４号に定めるところにより算出した面積について小数点第１位を四

捨五入すること。 

 十 借家人又は借間人であって、当該人に関し第５条による借家人補償を行う場合に

は、本条は適用しないこと。 
 

第３条～第６条（略）  

 
 

  
別記１６   土地調書及び物件調書作成要領 

 

（土地調書の作成） 

第１条 受注者は、仕様書第４１条から第６５条までの規定により実施した用地調査等業

務の結果に基づき、次の各号に定めるところにより土地調書（様式第１３２号）を作

成するものとする。 

 一 工事名、事務所長名、調査責任者氏名、土地所有者の住所又は所在地及び関係人（土

地に関して所有権以外の権利を有する者のうち、担保権者を除く｡)の住所又は所在

地を記載し、表の右上欄外に土地所有者の氏名又は名称を記入すること。この場合

において、調査責任者は、実地調査に際して監督に当たった調査職員とする。 

 二 土地の所在地、公簿上の地目及び地積については、土地調査表の不動産登記簿欄に

基づき記入すること。 

 三 取得又は使用しようとする土地については、土地調査表の現況調査の部欄に基づき

記入すること。 

 四 土地調書には、取得用地等に係る用地平面図を添付すること。 



新 旧 

（物件調書の作成） 

第２条 受注者は、仕様書第７３条から第９５条及び第１０９条から第１１２条までの規

定により実施した用地調査等業務の結果に基づき、次の各号に定めるところにより物

件調書（様式第１３３号）を作成するものとする。 

 一～四 （略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（物件調書の作成） 

第２条 受注者は、仕様書第７２条から第９４条及び第１０８条から第１１１条までの規

定により実施した用地調査等業務の結果に基づき、次の各号に定めるところにより物

件調書（様式第１３３号）を作成するものとする。 

 一～四 （略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


